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スマートシティ加賀推進計画の趣旨/加賀市を取り巻く状況
■計画策定の趣旨

本計画は、令和2年3⽉に策定したスマートシティ加賀構想を基に、
市の課題と市⺠のお困りごとを解決していくとともに、⼈間中⼼の
未来社会の実現に向けて、先端技術を活⽤したイノベーション推進
を図るため、重点的に推進すべき政策を取りまとめます。

▶⼈⼝減少に端を発する様々な課題の表⾯化
加賀市の⼈⼝は、ピーク時である昭和60年から減少に転じており、令和22年に
消滅の可能性がある「消滅可能性都市」と指摘されています。⼈⼝の減少は地
域の活⼒低下、後継者不⾜、税収減少を引き起こすことになります。

⼈⼝減少に端を発する様々な課題の表⾯化

ー加賀を取り巻く現状ー

▶北陸新幹線開通 2025年⼤阪・関⻄万博
北陸新幹線の開通によりヒトやモノの流れの⼤きな変化が⾒込まれ、「稼ぐ⼒
の向上」のチャンスが⾒込まれています。

▶越境ビジネスのグローバルリスク
▶地域間競争の激化
▶ライフスタイルの多様化
▶多極分散型都市構造

▶ポストコロナへの挑戦
▶急速な技術⾰新
▶⼈材育成の活性化
▶⾏政サービスデジタル化の推進
▶官⺠連携の挑戦の加速

第1章
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スマートシティ加賀推進計画の位置づけ
スマートシティ加賀推進計画は、スマートシティ加賀構想を実現するために重点的に推進すべき施策の⽬標・⽅向性・指標を⽰すものとする。

加賀市⺠憲章

都市計画関連法令 / まち・ひと・しごと創⽣法 等 まち・ひと・しごと創⽣基本⽅針
2020

第2次加賀市総合計画
2017年→2026年

具現化

最上位計画

加賀市都市計画マスタープラン
2019年→2035年

第2期加賀市
まち・ひと・しごと総合戦略

2020年→2024年

即す 即す

関連計画 個別都市計画 基本計画（個別計画）

即す整合・連携

加賀市⽴地適正化計画

加賀市住宅マスタープラン

加賀市景観計画

加賀市地域防災計画 など

地域地区（⽤途地域、⾵致地域など）

市街地開発（⼟地区画整理事業など）

都市施設（道路、公園、下⽔道など）

地区計画など

加賀市観光戦略プラン

加賀市産業振興⾏動計画（改訂版）

加賀市⼦ども・⼦育て⽀援事業計画

加賀市⾼齢者お達者プラン（第7期）

加賀市版「⽣涯活躍のまち」構想など

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
推
進

成
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戦
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ォ
ロ
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ッ
プ

経
済
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改
⾰
の
基
本
⽅
針
２
０
２
０
︵
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⽅
針
︶

統
合
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
２
０
２
０

府
省
庁
ス
マ
ー
ト
関
連
政
策

加
賀
市
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
宣
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ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
加
賀
構
想

ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
加
賀
推
進
計
画

官⺠データ活⽤推進基本法

令和2年 IT新戦略
世界最先端デジタル国家創造宣⾔

官⺠データ活⽤推進基本計画

加
賀
市
官
⺠
デ
ー
タ

活
⽤
推
進
計
画

⽯
川
県
官
⺠
デ
ー
タ

活
⽤
推
進
計
画

整合
連携

整合
連携

整合・連携
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スマートシティ加賀推進計画の枠組み
■計画の構成

■計画のPDCA

■計画の基本理念/姿勢/⽅向性
スマートシティ加賀を実現するための3つの戦略

デジタルファースト
データ駆動型のまちづくり

スマートシチズン
市⺠との共創によるまちづくり

クリエイティブ
創造的なまちづくり

計画期間 2021(令和3年）年度から2025（令和7年）年度までの5年間
9の施策・32の事業 多様な分野に係るスマートシティ推進のための

9の施策・32の事業

財政運営の指針 スマートシティを進めるにあたって⼟台となる
持続可能な財政運営の基本⽅針

社会経済状況の変化はもとより、市⺠意⾒も踏まえつつ、常にユーザ
⽬線に⽴って施策の実効性を検証し、改善します。

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

3つの戦略 進捗状況や社会経済状況、市⺠意⾒を踏まえ、戦略の⽅向性に沿っ
た取組を逐次進めていきます。

・32の事業
・個⼈情報・

プライバシー保護
・セキュリティの取組
・財政運営

毎年度の進捗状況を把握し、データに基づいて施策の課題を分析し、
より最適な⼿法の選択や⾏財政運営の改善を⾏い、取組の実効性を
⾼めていきます。

セキュリティの取組 サイバー攻撃のリスクに備えた取組の⽅向性

個⼈情報・プライバシー保護 スマートシティの信頼の⼟台となる個⼈
情報・プライバシー保護の取組の⽅向性

基本姿勢

基本理念
⼈間中⼼の未来社会の実現

⾏政⽬線、産業界⽬線ではなく、市⺠⽬線に⽴った施策の遂⾏を徹底します。

⽅向性１
市⺠の⽣活の質の向上

⽅向性２
来訪者の満⾜度向上

⽅向性３
稼ぐ⼒の向上

未来志向
将来的に加賀に暮らす⼈、集う⼈に

とってより良い⽣活・幸福につながる
施策となるよう努めます。

肌⾝に感じられる課題解決
現実味があり、期待感が持てる施策と

なるよう努めます。

• 先端技術の活⽤によ
る課題解決で市⺠の
⽣活の質の維持や向
上を実現します。

• イノベーションを推
進し、歴史と伝統⽂
化に裏付けられた新
たな未来社会の創造
を⽬指します。

• 必要なサービスを時
間や場所を問わず最
適な形で利⽤できる
環境を構築します。

• 新たな働き⽅に対応
した魅⼒的なライフ
スタイルを提供し、
楽しく、働きやすく、
住みやすい環境を整
えます。

• 先端的サービスの実
装等により加賀市全
体の稼ぐ⼒の向上を
⽬指します。

• データを最⼤限に活
⽤し、イノベーショ
ンエコシステムを構
築することによる新
たなビジネス創出を
⾏います。

第２章
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戦略１ デジタルファースト データ駆動型のまちづくり
■柱となる施策/その⽬標

⽅向性
データを最⼤限に活かし、地域課題を解決すると共に、産業の活性化や
都市機能の⾼度化を⽬指すスマートシティを推進します。また、都市の
全体最適化及び質の⾼い市⺠サービスの提供や効率的な⾃治体運営の実
現に向けて取り組みます。

■⾏程表

デ
ー
タ
を
最
⼤
限
に
活
か
し
た

地
域
課
題
の
解
決

 データ連携基盤整備によるデータ流通の促進
 オープンデータ、ベース・レジストリ整備による地域課題解

決活動の活性化
 データモデルの整備による円滑なデータ連携の実現
 データを活⽤したEBPM実現

都
市
機
能
の
⾼
度
化

 将来⼈⼝・⼈流シミュレーションによる適切な商業地・住宅
地開発

 都市インフラ情報⼀元化による管理の効率化と劣化予測に基
づく最適化された維持管理計画の作成

 防災シミュレーションによる予防策の策定や避難計画の構築

質
の
⾼
い
市
⺠
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
・
効
率
的
な
⾃
治
体
運
営

 マイナンバーカード・デジタルIDの活⽤を通じた電⼦申請の
拡充及び住⺠の⽣活の質の向上

 RPA等導⼊による⾏政事務の効率化及び当該取組を通じて創
出した余⼒の再投⼊による⾏政サービスの質向上

デ
ー
タ
駆
動
型
の
ま
ち
づ
く
り
の
基
礎
確
⽴

2021 2022 2023 2024 2025
データ連携
基盤整備

データ
モデル整備 データモデル実装

データ連携
基盤

本運⽤開始

API
接続
検証

機能の継続的拡張
他都市との接続

オープンデータの拡充

ベースレジストリの整備 ベースレジストリ間の⾃動データ連携機能の整備

デジタルツインの構築

都市モニタリングによる安全安⼼な環境の構築

マイナンバーカード普及率100％に向けた取組の推進

全ての⾏政⼿続のオンライン化の推進

第３章

RPA導⼊を通じた⾏政事務効率化を通じて創出した余⼒の
再投⼊による⾏政サービスの質向上
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戦略２ クリエイティブ 創造的なまちづくり
■柱となる施策/その⽬標

⽅向性
社会実装実験等により、先端技術を有する市外の先進企業や⾼度⼈材を
呼び込むとともに、伝統⽂化等、様々な分野で活躍する⼈材との交流・
共創により、イノベーションを促進し、魅⼒ある企業の集積と新たな⼈
の流れを創出する魅⼒的なまちづくりを⾏います。

■⾏程表

先
端
的
サ
ー
ビ
ス
の
社
会
実
装

実
験
を
通
じ
た
先
進
企
業
や
⾼

度
⼈
材
の
呼
び
込
み

 実証実験サポート事業等を通じたスタートアップエコシステ
ムの形成

 先端技術の社会実装フィールドの提供を通じた⾼度⼈材・先
進的企業の積極的誘致

先
端
技
術
×
伝
統
⽂
化
×
地
域

資
源
の
活
⽤
に
よ
る
魅
⼒
・
賑

わ
い
の
創
出

 新型コロナウイルス感染症対策と両⽴した観光産業の活性化
 MaaSを活⽤した市内交通の最適化・回遊性の向上
 e‐Residency（仮想市⺠）登録による関係⼈⼝創出・地域活性

化
 観光資源×伝統⼯芸デジタルブランディング

経
済
活
動
を
⽀
え
る
低
炭
素
・

循
環
型
の
都
市
づ
く
り

 加賀RE100の推進
 EV⾞及び充電スタンドの導⼊と利活⽤促進
 遊休旅館バス等、市内の遊休資産を活⽤したサーキュラーエ

コノミーの形成
 スマート農業の推進

創
造
的
な
ま
ち
づ
く
り
の
基
礎
確
⽴

2021 2022 2023 2024 2025

実証実験サポート事業

⾼度⼈材・先進的企業の積極的誘致の推進

観光業に係
る先端サー
ビス活⽤に
よるコロナ
対策の確⽴

MaaSによる交通網の拡充

観光産業活性化の推進

e‐Residency施策開始・関係⼈⼝増加e‐Residency施策
設計・調整

加賀RE100の推進

⼩⽔⼒発電設備の整備 ⼩⽔⼒発電の推進

EV⾞導⼊・EV充電スタンド拡充

第4章

スマート農業の推進

遊休資産活⽤も視野に⼊れたサーキュラーエコノミ―の形成
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戦略３ スマートシチズン 市⺠との共創によるまちづくり
■柱となる施策/その⽬標

⽅向性
市⺠に先端技術に触れる場及び当該技術を活⽤した新たなサービスを最
適な形で提供するとともに、ICT専⾨⼈材育成を⾏い当該⼈材を活⽤する
ことにより、市⺠と共に学びながらよりよい加賀市へと進化し続ける共
創のまちづくりを実現します。

■⾏程表

市
⺠
と
の
共
創
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
基
礎
確
⽴

2021 2022 2023 2024 2025

市
⺠
と
共
に
学
び
︑
共
創
し
︑

よ
り
よ
く
進
化
し
続
け
る
ま
ち

づ
く
り  GIGAスクール構想の実現・STEAM教育の強化を通じた次世代

育成
 市⺠のこれまで以上の⾏政参画を実現する施策の検討
 データを活⽤したEBPMの推進

健
康
で
⾃
⽴
し
た
⽣
き
⽅
の
実

現
 医療・福祉・健康分野のデータ活⽤によるフレイル予防の推

進
 ⽣涯健康⼿帳を通じた医師と患者の密なコミュニケーション

の実現
 ⾃らの意思と⾏動で100歳まで⽣きられる基盤の整備
 MaaSや温泉資源を活⽤したデジタルによる湯治⽂化の再興

誰
も
が
⾃
分
ら
し
く
⽣
き
ら
れ

る
ま
ち
づ
く
り

 デジタルの⼒を活⽤した互いに⽀え合う持続可能な地域コ
ミュニティの形成

 多様な働き⽅が可能な社会の実現
 テレワーク環境の整備及び働き⽅改⾰の推進
 先端技術のサポートを受けることで、誰もが⽣まれ育った家

で安⼼して、⼀⽣暮らすことができる社会の実現
 移住体験ツアーの開催、空き家バンクの活⽤、ワーケーショ

ンの促進などを通じた加賀市への移住・定住サポートの充実

GIGAスクール構想実現

STEAM教育拡充

デジタルを活⽤した市⺠の
⾏政参画活性化施策の検討

EBPM実施⼿順の確⽴

⽣涯健康⼿帳の導⼊

⽣涯健康⼿帳を軸にした予防医療推進施策の推進

デジタルによる湯治⽂化の形成

テレワーク環境の整備・拡充、ワーケーション促進

働き⽅改⾰の推進・新たな働き⽅の確⽴

第5章

デジタルを活⽤した市⺠の⾏政参画活性化施策の推進

セルフメディケーション意識の醸成

空き家バンク事業、空き家を活⽤した住宅整備事業を通じた新しい⼈の流れの創出

デジタルディバイド対策施策の検討・実施

⾼齢者・障がい者の社会参画の推進
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9の施策・32の事業⼀覧
戦略 施策名 事業名

デ
ジ
タ
ル
フ
ァ
ー
ス
ト

データを最⼤限に
活かした地域課題
の解決

データ連携基盤活⽤等事業

オープンデータ化調査等検討事業

都市機能の⾼度化

都市デジタルツイン構築事業

エアモビリティ等活⽤事業

公共施設混雑状況可視化事業

避難所リアルタイム混雑状況発信事業

質の⾼い市⺠サー
ビスの提供・効率
的な⾃治体運営

データ連携基盤活⽤等事業（再掲）

インターネット環境強化整備事業

業務効率化に向けたRPA導⼊事業

ク
リ
エ
イ
テ
ィ
ブ

先端的サービスの
社会実装実験を通
じた先進企業や⾼
度⼈材の呼び込み

地域課題解決実証事業

⼈材育成の拠点整備事業（スタートアップ⽀援）

共同研究⼤学との研究事業

デジタルカレッジ実現可能性調査事業

先端技術×伝統⽂化
×地域資源の活⽤に
よる魅⼒・賑わい
の創出

仮想加賀市⺠(e-Residency)基盤システム構築事業

MaaS推進事業

伝統⼯芸DX推進事業助成

戦略 施策名 事業名

ク
リ
エ
イ

テ
ィ
ブ

経済活動を⽀える低炭
素・循環型の都市づくり

加賀市版RE100推進事業

スマートハウス推進事業

スマート農業推進事業

ス
マ
ー
ト
シ
チ
ズ
ン

市⺠と共に学び、共創し、
よりよく進化し続けるま
ちづくり

⾼度⼈材育成事業

プログラミング教育推進事業

STEAM教育推進事業

KAGAものづくりラボ運営事業

コンピュータクラブハウス加賀運営事業

⼩中学校ICT整備事業

私⽴保育園等ICT化推進事業

健康で⾃⽴した⽣き⽅の
実現

KAGAタニタ健康プログラム事業

KAGA健幸ポイント事業

誰もが⾃分らしく⽣きら
れるまちづくり

デジタルデバイス普及促進事業

スマートインクルージョン推進事業

ワーケーション・テレワーク促進事業

空き家バンク事業

空き家を活⽤した住宅整備事業

仮想加賀市⺠(e-Residency)基盤システム構築事業(再掲）

第6章

9



施策１ データを最⼤限に活かした地域課題の解決
■施策の⽅向性 ■主な事業

■現状と課題

• データ連携基盤により、⾏政組織や企業等の垣根を越えて分野横
断的にデータを連携させることによって、まちと⼈の情報を繋ぐ
ことで地域の様々な課題の解決や新たな価値・サービスの創出に
取り組みます。

• データ連携基盤を介して加賀POTALに様々なスマートシティサー
ビスを接続し、市⺠⼀⼈⼀⼈の属性や嗜好に合わせて必要なまち
の情報・サービスを提供します。

• オンライン提供する⾏政サービスやオープンデータを網羅して掲
載する加賀POTALを整備し、電⼦⾃治体化を進めています。

• マイナンバーカードと連携した本⼈認証アプリを導⼊することで、
デジタルIDにより、様々なサービスをワンストップで利⽤可能に
する個⼈認証基盤を整備しています。

• データ連携基盤を介して様々なデータが各種サービスで活⽤され
ていくため、データモデルの統⼀化が必要です。

• 全ての社会活動の⼟台であり、デジタル社会に必須の環境である
ベース・レジストリ（公的機関等で登録・公開され、様々な場⾯
で参照される⼈、法⼈、⼟地、建物、資格等の社会の基本データ
であり、正確性や最新性が確保された社会の基幹となるデータ
ベースのこと）の整備が必要です。

第6章

1 データ連携基盤活⽤等事業 所管 スマートシティ課
様々なデータをデータ連携基盤で連携させることにより各種デジタルサービスを⼀気通貫で住⺠
に提供し、QOL（クオリティ・オブ・ライフ。⽣活の質）向上を⽬指します。

2025年の⽬標 ⼀つの⼿続きでワンストップのさまざまなサービスを提供し、⽣活の利便性を向上します。

2 オープンデータ化調査等検討事業 所管 スマートシティ課

加賀市が保有する台帳のデジタル化及びオープンデータ化に向けての調査及び検討を⾏います。

2025年の⽬標 都市OS等で流通するオープンデータを運⽤し、精度の⾼いサービスの提供を⽬指します。
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施策２ 都市機能の⾼度化
■施策の⽅向性 ■主な事業

■現状と課題

• ⾼精度の３Dマップを作成し、⼈流・交通・気象データなどを連
携させ、様々なシミュレーションに活⽤できる都市デジタルツイ
ン（バーチャル加賀市）を構築することにより、効率的・効果的
な市全体の⼟地利⽤や防災対策の推進、都市基盤施設の整備・保
守に取り組みます。

• ⼈流・交通流シミュレーションと市内公共施設混雑状況可視化
データとを連携させることにより、市内ネットワークの最適化と、
新型コロナウイルス感染症対策と両⽴させた⼈の往来の活性化を
⽬指します。

• ドローンが安全に⾶⾏するための環境を整備し、ドローンによる
医薬品等の⾃動輸送、農作業の⾃動化、獣害監視、災害時の迅速
な状況調査などの実現に向けて取り組みます。

• 都市基盤施設については⾼度成⻑期に整備されたものが多く存在
しており、こうした施設の維持管理費が市の税収に対する⼤きな
負担となることが懸念されているため、効率的・効果的な都市基
盤の整備・保守を可能にする必要があります。

• 市内には⼤聖寺川、動橋川の洪⽔による浸⽔想定区域に指定され
ている地区のほか、⼭間部では⼟砂災害特別警戒区域に指定され
ている地区も多いことから、今後もさらに防災・減災対策を進め
る必要があります。

• 新型コロナウイルス感染症に配意しつつ、快適な市⺠⽣活や企業
活動の活性化につなげるため、混雑緩和及び交通流の最適化によ
る利便性・速達性の向上を図る必要があります。

第6章

1 都市デジタルツイン構築事業 所管 スマートシティ課
都市の全体最適化のため、⼟地、交通網、エネルギー網、建物など現在の状況から取得したデー
タにより仮想空間上に都市を再現し、分析・シミュレーションに活⽤することで、地域課題の解
決を⽬指します。

2025年の⽬標 シミュレーションに基づく最適な都市開発を進め、⼀部の地域課題の解決を⽬指します。

2 エアモビリティ等活⽤事業 所管 スマートシティ課

ドローンを⾃動操縦により安全に⾶⾏させるための環境整備として、市内⽣活圏全域の3D地図を
作成することで、エアモビリティ（ドローンなど）の新産業ビジネスの創出を図ります。

2025年の⽬標 ドローンを活⽤して、エアモビリティに関連するビジネスの創出や地域課題の解決を⾏います。

3 公共施設混雑状況可視化事業 所管 スマートシティ課
市内公共施設の混雑状況を可視化し、そのデータを取得・分析し、各⽅⾯のデータと連携するこ
とにより、施設管理や運営について最適な⽅法を検討します。

2025年の⽬標 混雑状況データを活⽤し、公共施設を最適に運営することで、その利便性を向上します。

4 避難所リアルタイム混雑状況発信事業 所管 防災対策課

現在、62箇所の指定避難所の開設・混雑状況を配信しているサービスに、町⺠会館や旅館等を臨
時避難所として開設する場合の開設・混雑状況を表⽰する機能を追加します。

2025年の⽬標 指定避難所及び臨時避難所の開設・混雑状況をWEB上のマップで確認できるようにします。

11



施策３ 質の⾼い市⺠サービスの提供・効率的な⾃治体運営
■主な事業

■現状と課題

• スマートフォンにマイナンバーカードの情報を読み込ませ、個⼈
認証を可能とすることで、様々な⾏政サービス・⺠間サービスが
連携され、これらを「いつでも・どこでも・簡単に」受けること
ができる環境創出を推進します。

• AIや機械学習等を含む認知技術を活⽤した業務⾃動化の取り組み
を通じて事務の効率化・適性化を図ることでサービスの質の向上
に注⼒します。

• 地域の課題を解決し、地域活性化を図るための基盤として市内の
ICT環境を充実させ、都市圏との情報格差のない「Society5.0時代
の地⽅」の実現を⽬指します。

• ⼈間ドック助成申請、成⼈⽤肺炎球菌予防接種券の交付・再交付
申請、⼦供の予防接種券交付等について、マイナンバーを活⽤し
た電⼦申請化を実施しており、今後も随時電⼦申請に対応する⼿
続きの種類を拡充していく予定です。

• 休⽇・夜間も各種⾏政⼿続きができるようにしてほしいという住
⺠ニーズに対応する必要があります。

• ⼈⼝減少（2040年までの50年間で約半減）に伴い、市職員⼀⼈当
たりの業務の効率化を進めていく必要があります。

第6章

1 データ連携基盤活⽤等事業（再掲） 所管 スマートシティ課
様々なデータをデータ連携基盤で連携させることにより各種デジタルサービスを⼀気通貫で住⺠
に提供し、QOL（クオリティ・オブ・ライフ。⽣活の質）向上を⽬指します。

2025年の⽬標 ⼀つの⼿続きでワンストップのさまざまなサービスを提供し、⽣活の利便性を向上します。

2 インターネット環境強化整備事業 所管 スマートシティ課
イノベーションセンターに⾼速⼤容量のインターネット環境を整え、都市圏と同等の仕事ができ
るようにすることで、企業や起業家を誘致し、産業の集積を図ります。

2025年の⽬標 先端技術の実装を⽬指す企業への⽀援として、インターネット環境の強化を図ります。

3 業務効率化に向けたRPA導⼊事業 所管 スマートシティ課

既に導⼊を進めているRPAにAI等の認知技術を活⽤して⾼度化し、さらなる業務の効率化の適⽤範
囲を広げます。

2025年の⽬標 ⾃治体固有の業務やシステム連携に対してRPAを活⽤し、業務の効率化を⽬指します。

■施策の⽅向性
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施策４ 先端的サービスの社会実装実験を通じた先進企業や⾼度⼈材の呼び込み
■主な事業

■現状と課題

• 科学者、教員、芸術家、作家、⾳楽家、デザイナー、建築家等の
「価値を直接作り出す⼈たち（クリエイティブ・コア⼈材）」と
先端技術、ICT技術に明るい⼈材や経営者等の「価値の創造を⽀
える⼈たち（クリエイティブ・プロフェッショナル⼈材）」を誘
致し協働するための取組を積極的に展開し、スマートシティ加賀
の「稼ぐ⼒」の向上を⽬指します。

• 先端的サービスの社会実装実験を通じ、地域の課題解決に積極的
に取り組みながら起業・創業の促進、スタートアップ企業の育成
を図ることで、新たな市場、雇⽤の創出を⽬指します。

• 本市が平成27年（2015）年に実施したアンケート結果では「市内
において希望する仕事がない。」との回答が最も多かったことを
踏まえ、魅⼒的な就業の場の確保や新たな創業の⽀援、本市の活
⼒を⽀える産業の充実を図っていくことが必要です。

• 稼ぐ⼒の向上のため、市内産業が創出する付加価値をより⼀層⾼
める必要があります。

第6章

加賀市以外での仕事を希望する理由(H27アンケート）

1 地域課題解決実証事業 所管 スマートシティ課

本市を実証フィールドとして提供し、遠隔ロボット（アバター）や5G、デジタルツイン、エアモ
ビリティ（ドローンなど）といった先端技術を活⽤した実証事業を⾏い、地域課題の解決を図り
ます。

2025年の⽬標 実証により効果が認められたさまざまな技術等が社会実装され、地域課題の解決を図ります。

2
⼈材育成の拠点整備事業
（スタートアップ⽀援） 所管 スマートシティ課

イノベーションセンターに⼊居（⼊居予定）の企業に対し、経営相談や事業⽴ち上げ⽀援を⾏い、
新産業の定着・創出を図ります。

2025年の⽬標 イノベーションセンター⼊居関連企業による株式公開などのゴールを実現し、新産業の創出や定
着を図ります。

3 共同研究⼤学との研究事業 所管 スマートシティ課
社会的な課題の解決を⽬指し、加賀市における先端技術の普及とイノベーションを誘発するため
に、有望な新技術の実証を通じ、その在り⽅を研究します。

2025年の⽬標 共同研究で得られた成果により社会課題の⼀部解決と先端技術の普及を⽬指します。

4 デジタルカレッジ実現可能性調査事業 所管 スマートシティ課
加賀市が⽬指す「スマートシティ」の原動⼒となるプレイヤーとして、「クリエイティブ・クラ
ス（価値を新しく作り出す⼈）」や「スマートシチズン」の育成や集積を図る「デジタルカレッ
ジ（仮称）」の開校を⽬指し調査します。

2025年の⽬標 「デジタルカレッジ（仮称）」の開校により、「クリエイティブ⼈材」の集積を図ります。

■施策の⽅向性
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施策５ 先端技術×伝統⽂化×地域資源の活⽤による魅⼒・賑わいの創出
■主な事業

■現状と課題

• 先端技術の活⽤やデジタル化の推進と併せ、本市の歴史・伝統⽂
化に根差した創造的な取組をも推進し、スマートシティ加賀の魅
⼒の向上、⽂化的成熟をも⽬指すことで新たな⼈の流れを創出し
ます。

• デジタルの⼒を活⽤し、伝統⽂化を引き継ぐ本市の新たな名物や
名産品の創出を図るなど、地域の伝統産業の継承や活性化を推進
します。

• 本市は個性豊かな三温泉地をはじめ、地域が育んできた豊かな⾃
然、歴史、伝統、⽂化、⾷など、魅⼒的な資源を多数有しており、
これらを強みとして有効活⽤していく必要があります。

• 今後もこれらの資源に対して住⺠の理解を深め、地域への愛着を
深めてもらうとともに、これらを有効活⽤し、将来の北陸新幹線
加賀温泉駅開業を⾒据えた地域振興に取り組むことが求められて
います。

• ⼈の流れの活性化に係る⾜元の課題として、本市が平成27年
（2015）年に実施したアンケート結果では本市での居住に満⾜し
ていない理由の1位として「交通の便の悪さや⽣活の便の悪さ」
があげられており、各地区を有機的につなげる地域公共交通の整
備が必要です。

第6章

1
仮想加賀市⺠（e‐Residency)

基盤システム構築事業 所管 スマートシティ課

「仮想加賀市⺠」が利⽤できる⾏政サービスをさらに充実させることにより、登録者数及び加賀
市への訪問者数の増加を図り、移住、定住へと繋げていくとともに、関係⼈⼝・リアル市⺠の増
加に伴う産業集積も図っていきます。

2025年の⽬標 「仮想加賀市⺠」が加賀市に移住・定住することで、⼈⼝増加と産業集積を図ります。

2 MaaS推進事業 所管 スマートシティ課

MaaSアプリの導⼊と事業者等の利⽤環境の整備を進め、システム⾯から公共交通を使いやすくし
ます。

2025年の⽬標 交通事業者等が運⾏情報を直接配信し、情報取得や⼿続きを完結できるシステムを構築します。

3 伝統⼯芸DX推進事業助成 所管 商⼯振興課
⼭中漆器連合協同組合が⼭中漆器の魅⼒を発信するため⽴ち上げたオンラインサイトを継続的に
活⽤するため、デジタル⼈材の育成やオンラインサイトの機能強化などを⽀援します。

2025年の⽬標 デジタル⼈材の育成やオンラインサイトの機能強化を図り、「⼭中漆器」ブランドを確⽴します。

■施策の⽅向性
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施策６ 経済活動を⽀える低炭素・循環型の都市づくり

■主な事業

■現状と課題

• 本市が有する豊富な⾃然環境の積極的な保全や、良好な景観の保
全・形成など、美しいふるさとを次代へと継承します。

• ⾃然環境への影響を鑑み、省エネルギー対策、ポイ捨てなどの不
法投棄の対策や公害の防⽌、再⽣可能エネルギーの投⼊など、市
⺠や企業、⾏政が⼀体となって⾃然と共⽣した循環型の持続可能
なまちづくりを推進します。

• ⾃然界における⽔や窒素、炭素といった物質の循環を利⽤して⽣
産を⾏う農業においては、この⾃然界の物質循環を乱すことなく
持続的に営むことができることを⽬指すとともに、付加価値を⾼
めることを⽬指してスマート農業の導⼊を推進します。

• 地球温暖化の進⾏により、⾼潮や沿岸部の洪⽔、海⾯上昇、極端
な気象現象など様々なリスクの⾼まりが指摘されているため、基
礎⾃治体として持続可能な⾃然環境と暮らしの両⽴に取り組む必
要があります。

• 年間推定100億円の電⼒収益が地域外に流出しているため、これ
を地域内で循環させるエネルギーの地産地消の仕組みを構築し、
地域の活性化につなげる必要があります。

• ⼈⼝減少・少⼦⾼齢化による担い⼿不⾜に端を発する経営耕地⾯
積の減少等の農業に係る課題を解決し、稼げる農業の創出・拡⼤
に取り組む必要があります。

第6章

1 加賀市RE100推進事業 所管 環境政策課
再⽣可能エネルギーの活⽤による脱炭素社会と地域内経済循環を推進するため、市内の団体・事
業者・市⺠が⼀体となって「加賀市版RE100」の実現に取り組みます。

2025年の⽬標 加賀新電⼒事業を主軸として、再⽣可能エネルギーの⽣産量の拡⼤を図り、低炭素社会の形成と
地域経済の活性化を⽬指します。

2 スマートハウス推進事業 所管 環境政策課課

「創エネ」「畜エネ」「省エネ」の観点から、ITによりエネルギー運⽤を最適化する「スマート
ハウス」の普及促進を図り、地球温暖化防⽌の推進に努めます。

2025年の⽬標 住宅⽤太陽光発電・蓄電池設置費⽤の⼀部を助成し、住宅のスマートハウス化を促進します。

3 スマート農業推進事業 所管 農林⽔産課

スマート農機導⼊⽀援として、JA加賀の特別栽培⽶「加賀ほまれ（加賀市産コシヒカリ）」の圃
場に⾃動給⽔管理システムを設置し、⽔管理の⾃動化・最適化を⾏う取組を⽀援します。

2025年の⽬標 スマート農業の推進により、農作物の⾼付加価値化や⽣産者の作業負担軽減を図り、「儲かる農
業」に繋げます。

■施策の⽅向性
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施策７ 市⺠と共に学び、共創し、よりよく進化し続けるまちづくり

■主な事業

■現状と課題

• 幼少期から⼤学までのデジタル教育により、⾼いレベルの技術者
（テクノロジー⼈材）を養成し、IoTなど最先端の技術を活⽤で
きる⼈材による市内企業の⽣産性や技術開発⼒の強化を⽬指しま
す。

• STEAM教育、プログラミング教育、ロボットを活⽤した教育に積
極的に取り組み、本市の未来を切り開き、次代を担う若者が今後
の国際社会を⽣き抜く⼒を⾝に着けることを⽬指します。

• ICT技術を活⽤し、今まで以上に市⺠が⾏政に参画できる仕組み
の構築も検討しつつ、市⺠が起点となってスマートシティ加賀の
サービスや事業を創り出すことができる環境の整備を⽬指します。

• ⼈⼝減少・少⼦⾼齢化が進むと予想される中、将来における産業
⼈材の育成が必要です。

• きめ細やかな指導を⾏うための⼩中学校等のICT環境整備の促進
が必要です。

第6章

1 ⾼度⼈材育成事業 所管 スマートシティ課
市⺠や市内企業を対象とした、先端技術に関する講習やイベントを開催し、先端技術に関する理
解や知識を深め、先端技術を活⽤できる⼈材を育てます。
2025年の⽬標 先端技術に関する講習やイベントを通して、その技術や機器等を活⽤できる⼈材を育成します。

2 プログラミング教育推進事業 所管 学校指導課
プログラミング的思考を含む情報活⽤能⼒を確実に育んでいくため、各教科の特性に応じて、適
切な環境の中で学習を進めます。

2025年の⽬標 情報活⽤能⼒育成指標に基づいた指導により、情報技術への気づき・態度、オンラインの的確な
活⽤を⾝に付けます。

3 STEAM教育推進事業 所管 学校指導課
児童⽣徒が社会にある課題を発⾒し、解決に向け、思考⼒や判断⼒を育成するとともに、課題解
決に向けた⾏動⼒を⾝に着けます。
2025年の⽬標 課題解決型学習の全ての教科での位置づけと、論理⽴ててまとめ発表する⼒を育成します。

4 KAGAものづくりラボ運営事業 所管 スマートシティ課

市内企業や市⺠が⾝近な3Dプリンターやレーザ加⼯機等の⼯作機械を利⽤できる場を提供するこ
とで、新たな製品やサービスの開発を促し、新たな産業創出を図ります。

2025年の⽬標 KAGAものづくりラボの運営を通して、新たな製品・サービスの開発による新産業の創出を図りま
す。

5 コンピュータクラブハウス加賀運営事業 所管 ⽣涯学習課
⼦どもたちがテクノロジーに触れ、探求することを通して、先端技術を活⽤できる⼈材の育成及
び学校では学べないキャリア教育の推進と充実を図ります。
2025年の⽬標 キャリア教育の充実や市内外の企業・教育機関との連携を深め、就職、進学モデルを形成します。

6 ⼩中学校ICT整備事業 所管 学校指導課

ICT活⽤により全ての⼦どもたちの学びを保障できる環境を整備し、現在の情報化社会に対応でき
る⼦どもたちを育成します。

2025年の⽬標 全ての授業でデジタルコンテンツの活⽤と、学習履歴の活⽤による個別最適化された学びを実現
します。

7 私⽴保育園ICT化推進事業 所管 ⼦育て⽀援課

業務のICT化を⾏い、保育園等における保護者の利便性向上と保育⼠の業務負担の軽減及び勤務環
境の改善を図ります。
2025年の⽬標 私⽴保育園の業務のICT化を⾏い、保育⼠の業務効率化及び保護者の利便性向上を図ります。

■施策の⽅向性
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施策8 健康で⾃⽴した⽣き⽅の実現
■主な事業

1 KAGAタニタ健康プログラム事業 所管 健康課

市⺠が運動習慣や⾷⽣活改善を⾏うことで健康管理を推進するための基盤整備を図ります。

20205年の⽬標 KAGAタニタ健康プログラム参加者の増加により、運動習慣定着者の増加を⽬指
します。

2 KAGA健幸ポイント事業 所管 健康課

⽇々の健康づくりにインセンティブを付与することで、健康づくりの習慣・定着化を⽬指します。

2025年の⽬標 KAGA健幸ポイントを付与する対象事業を拡充し、参加者の増加を⽬指します。

■現状と課題

• 情報銀⾏による個⼈の医療・健康情報の管理と電⼦カルテシステ
ムとの連携により、市⺠が⾃⾝の医療・健康情報を管理すること
が可能となることで、市⺠が⾃らの意思と⾏動で100歳まで健康
に過ごすことのできる基盤の構築を⽬指します。

• 温泉資源と医療サービス、交通サービスの連携により「デジタル
湯治⽂化」が根付いた健幸都市を⽬指します。

• 本市の⼈⼝10万⼈当たりの医師数は177.12⼈と全国平均・⽯川県
平均を下回っていることや、⼀⼈当たり医療費も全国平均を上
回っていることから、市⺠のセルフメディケーション（⾃⼰治
療）意識の醸成を図るとともに、予防医療を推進する必要があり
ます。

• ⼈⼝10万⼈当たりの認知症の⼊院者数が県内最多となっており、
また、本市においては認知症による要介護認定の申請が最多と
なっていることから、認知症予防を推進することが必要です。

第6章
■施策の⽅向性
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施策９ 誰もが⾃分らしく⽣きられるまちづくり
■主な事業

1 デジタルデバイス普及促進事業 所管 スマートシティ課
スマートシティにおけるデジタル化の恩恵を市内全域に浸透させるため、デジタルデバイス（スマートフォン）
を市⺠⼀⼈ひとりに普及させることにより、世代間の情報格差を解消します。

2025年の⽬標 デジタルデバイス利⽤教育を実施し、スマホ⼀つで各種サービスを利⽤できることを⽬指します。

2 スマートインクルージョン推進事業 所管 ふれあい福祉課
AIやIoT等の最新技術を活⽤し、障がいのある⼈のサポートと社会参画を進め、障がいの有無にかかわらず「あた
りまえの⽣活」ができる地域共⽣社会の実現を図ります。

2025年の⽬標 スマートシティの関連事業に障がいのある⼈の視点を取り⼊れ、利便性の⾼い社会を⽬指します。

■現状と課題

• デジタルの⼒を活⽤し、市⺠交流やまちづくり活動、市⺠が笑顔
で暮らし続けるための⽀援、⼈権の尊重や男⼥が分け隔てなく暮
らすことができる社会の実現のための活動をこれまで以上に活性
化することを⽬指します。

• デジタルの⼒を活⽤し、家事や育児等⽣活に係る負担を軽減し、
世代や性別を問わず、積極的に社会参加することができるように
なり、持続可能な地域コミュニティが形成されるとともに、多様
な働き⽅が可能な社会を実現することを⽬指します。

• これまで⼈の助けがなければ⽇常⽣活に困難があった⾼齢者や障
がい者も、先端技術のサポートを受けることで、⽣まれ育った家
で安⼼して、⼀⽣暮らすことができる社会を実現します。

• しごと、住まいなどの移住・定住情報の提供や本市の魅⼒を知っ
てもらうPR活動の推進、移住体験ツアーの開催、空き家バンクの
活⽤、ワーケーションの促進などを通じて納得感と希望をもって
加賀市への移住ができる環境づくりを⽬指します。

• デジタル化はあくまで⼿段であることから、デジタルディバイド
対策に着実に取り組む必要があります。

• 市⺠交流や移住・定住の促進、結婚に対する⽀援、更には⼈権問
題への対応や男⼥共同参画の推進が求められています。

第6章

3 ワーケーション・テレワーク促進事業 所管 ⼈⼝減少対策室
温泉旅館での滞在型のワーケーションを実施し、市内温泉旅館の利⽤促進にも寄与しながら、関係⼈⼝の創出・
拡⼤や移住促進を図ります。

2025年の⽬標 滞在型ワーケーションで関係⼈⼝の創出を拡⼤するとともに、移住⼈⼝の増加につなげることで、
地域活性化を推進します。

4 空き家バンク事業 所管 ⼈⼝減少対策室
町内会などに呼びかけ登録物件数を増やし、住みやすい環境整備を⽀援することで、より多くの利⽤希望者との
マッチングを図ります。

2025年の⽬標 空き家の解消で、地域に賑わいを取り戻します。

5 空き家を活⽤した住宅整備事業 所管 ⼈⼝減少対策室
空き家を整備して中⻑期的に滞在できる環境を整えることで、定住を促します。

2025年の⽬標 空き家を活⽤した加賀市暮らしが体験できる住宅を整備し、定住・関係⼈⼝の増加につなげます。

■施策の⽅向性

6
仮想加賀市⺠（e‐Residency)

基盤システム構築事業（再掲） 所管 スマートシティ課

「仮想加賀市⺠」が利⽤できる⾏政サービスをさらに充実させることにより、登録者数及び加賀市への訪問者数
の増加を図り、移住、定住へと繋げていくとともに、関係⼈⼝・リアル市⺠の増加に伴う産業集積も図っていき
ます。

2025年の⽬標 「仮想加賀市⺠」が加賀市に移住・定住することで、⼈⼝増加と産業集積を図ります。
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スマートシティ加賀 個⼈情報・プライバシー保護の取組
■取組内容

• ああああ ⽅向性
スマートシティ加賀に実装する先端的サービスへの利⽤者や社会からの
信頼を得るため、個⼈情報・プライバシーの保護を徹底的に⾏うととも
に、個⼈情報利活⽤に係る実効的な本⼈関与を実現する仕組みの構築に
取り組みます。

■PIA実施体制

個
⼈
情
報
・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保

護
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
の
整
備

 個⼈情報保護体制の構築
 スマートシティ加賀を運営する各主体が参画する個⼈情報・プライバシー

保護体制を構築します。
 個⼈情報・プライバシー保護のための規定の整備

 「プライバシーポリシー」「個⼈情報・プライバシー取扱ガイドライン」
「個⼈情報・プライバシー保護実施⼿順」を⽂書化し、⼀貫した個⼈情
報・プライバシー保護が実施されるようにします。

 市内センサー設置状況並びに当該センサーによるデータ取得⽬的及び取得し
たデータ内容の公開

PIA (Privacy
Im

pact
Assesm

ent)  PIA実施体制及びPIAポリシー・PIA実施⼿順の策定
 プライバシーバイデザインのコンセプトを実現するため、スマートシティ

加賀に実装するすべてのサービス・システムについて、その実装前に実施
するプライバシー影響評価の実施主体・実施範囲・実施⼿順を設定します。

個
⼈
情
報
活
⽤
に
お
け
る
実
効

的
な
本
⼈
関
与
を
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証
す
る
仕

組
み
の
構
築

 アイデンティティ・プロバイダー（情報銀⾏）の実装
 スマートシティに実装される先端的サービスにおける個⼈情報の利活⽤に

ついて、個⼈が利活⽤記録の開⽰/確認、オプトイン/アウト管理等を容易
に⾏うこと（個⼈情報活⽤における実効的な本⼈関与）を可能とする共通
サービスとしてのアイデンティティ・プロバイダーの実装を⽬指します。

 実効的な本⼈関与をサポートするAIアシストサービスの実装
 個⼈情報の利活⽤における実効的な本⼈関与に係る個⼈の負担の軽減のた

め、アイデンティティ・プロバイダーの実装と併せて、「個⼈情報の利活
⽤記録から不適格なものを検出する」などといった機能を持つAIアシスト
サービスの実装を⽬指します。

第7章

■PIAで取り扱う情報の定義
• 個⼈情報の保護に関する法律において定義される個⼈情報
• 加賀市個⼈情報保護条例において定義される個⼈情報
• 特定個⼈の識別の回避に関わらない、⼀般の⼈の感受性を基準にして、公開さ

れることを望まない私的な個⼈に関する情報
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スマートシティ加賀 セキュリティの取組
■施策の⽅向性
• サイバー攻撃のリスクに備え、スマートシティのセキュリティ、

安全性、信頼性及び強靭性を確保するための具体的なセキュリ
ティ施策を実施します。

• データの真正性確保や適切なデータ流通管理のための仕組みの構
築を進めます。

■セキュリティ関連施策の４つの枠組み
• スマートシティセキュリティガイドライン(2020年10⽉ 総務省)に

基づき、スマートシティの「ガバナンス」「サービス」「都市OS」
「アセット」の４つの側⾯からセキュリティ施策を展開します

（出所）スマートシティセキュリティガイドライン(第1.0版)

■カテゴリごとの取組内容

ガバナンス

サービス

都市OS

アセット

• セキュリティ対策実施のための体制の構築
• スマートシティ加賀セキュリティポリシー策定
• スマートシティ加賀データ管理ポリシー策定
• SOC/CSIRT組織の構築
• 情報処理安全確保⽀援⼠等セキュリティ⼈材の確保

• スマートシティ加賀に実装するサービスに求めるセキュリ
ティ要件の検討

• スマートシティ加賀に実装するサービスのPIAの実施
• スマートシティ加賀に実装するサービスのセキュリティレベ

ルの定期的評価

• インターネットを経由する外部との通信の暗号化
• アクセスログ等の証跡の保存
• 外部からの通信の適切なアクセス制御
• 都市OS保守・運⽤者によるアクセスへの多要素認証の導⼊
• システム・機器監視システムの導⼊
• 個⼈情報等重要情報の暗号化保存
• 定期的な脆弱性調査

• センサー等調達における選定基準の策定
• 機器の物理的保護⽅法の検討・徹底
• インターネットを経由する外部との通信の暗号化
• 機器ファームウェア・ソフトウェアバージョンの最新状態保持
• SOCによるアセットのセキュリティ監視

第8章
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スマートシティ加賀 セキュリティの取組（ガバナンス）
■⽬標 ■指標

指標 現状値 ⽬標値（2025年）
1 セキュリティ体制の構築 構築 2021年再構築

2 セキュリティポリシー策定 策定 2021年改定

3 SOC/CSIRT組織の構築 未構築 2022年構築

4 セキュリティ⼈材の確保 ０⼈ ３⼈

■主な取組
1 セキュリティ対策実施のための体制の構築

スマートシティ加賀のセキュリティ対策を実施するための加賀市を中⼼とする企画・設計、開発、運⽤
などに関わるステークホルダーからなる組織・体制を整備し、スマートシティ加賀全体として計画的
に対策が実施されるよう努めます。■⽅向性

• 加賀市が中⼼となり、マルチステークホルダー間で⼗分に連携し、
能動的なセキュリティ対策、インシデントの発⽣を想定した対応
体制を確⽴し、スマートシティ加賀の信頼性を担保します。

• 平時・有時におけるセキュリティに関する協働体制を構築し、ス
マートシティ機能の持続的な提供を可能にします。

• スマートシティ加賀で流通するデータが「誰によって、どのよう
な⽬的で収集され、流通しているものか」を常に明らかにし、
データ利活⽤に係る市⺠からの信頼を醸成します。

• 加賀市を中⼼とした企画・設計、開発、運⽤などに関わるステー
クホルダーから構成されるセキュリティ対応組織を構築し、速や
かなインシデント対応や情報連携を実現していきます。

• スマートシティ加賀全体のセキュリティ対策のための統⼀規範を
策定し、ステークホルダー間のセキュリティ対策に係る連携を促
進することにより、もってスマートシティ全体のセキュリティ対
策の強化・拡充を進めます。

• スマートシティ加賀内で取り扱われるデータの利⽤⽬的、権限、
データの所有者を明確化し、信頼できるデータ利活⽤を実現して
いきます。

2 スマートシティ加賀セキュリティポリシー策定
スマートシティ加賀のセキュリティ⽔準を適切に維持し、セキュリティリスクを総合的に低減させるため、ス
マートシティ加賀のセキュリティ対策における基本的な考え⽅を定める「基本⽅針」、基本⽅針に基づき、すべ
てのシステムに共通のセキュリティ対策の基準を定める「対策基準」、対策基準を具体的なシステムや⼿順、⼿
続きに展開して個別の実施事項を定める「実施⼿順」からなる「スマートシティ加賀セキュリティポリシー」を
策定します。

3 SOC/CSIRT組織の構築

システムの異常や外部からの不正アクセス、情報漏洩などのインシデントが発⽣した際に、加賀市及び関係事業
者が適切に対応し、早急なサービスの復旧を⾏うことを可能とするため、SOC(24時間365⽇体制でネットワークや
デバイスを監視し、サイバー攻撃の検出や分析を⾏う組織)及びCSIRT(システムの安全性や機密性確保のため、発⽣
するセキュリティインシデントに対応し復旧を⾏う専⾨組織)の構築を推進します。

4 情報処理安全確保⽀援⼠等セキュリティ⼈材の確保
スマートシティ加賀の情報セキュリティ機能の企画・要件定義・開発・運⽤・保守を推進⼜は⽀援する業務に従
事する⾼度な専⾨知識を有する⼈材を確保します。
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スマートシティ加賀 セキュリティの取組（サービス）
■⽬標 ■指標

指標 現状値 ⽬標値（2025年）
1 実装サービスのセキュリティ要件の策定 未策定 2021年策定

2 PIA実施体制/PIAポリシーの策定 未策定 2021年策定

3 PIA結果の公表 未実施 2021年公開

■主な取組
1 スマートシティ加賀に実装するサービスのセキュリティ要件の策定

サービスの企画・設計、開発段階でサービスのコンテンツ改ざんやサービスに対する不正コマンド⼊⼒等に関す
る脆弱性を排除するため、セキュリティ要件を定め、スマートシティ加賀で提供されるサービスを踏み台やボッ
トとして他のシステム等への攻撃に利⽤されるリスクや、サービス⾃体が不正操作されるリスクを低減します。

■⽅向性

• セキュリティインシデント発⽣時のシステム・サービスの停⽌・
復旧のための⼿順、原因調査⼿順等が整備され、サイバー脅威に
対するレジリエンスが⾼いまちになっています。

• スマートシティ加賀に実装するサービスについてセキュリティ要
件を定め、サービスごとにデータの流れと連携しているシステム
を把握するとともに、再委託や再々委託等を含めたサプライ
チェーンについても把握することで、スマートシティ全体として
の利⽤者からの信頼を確保しています。

• 新たなサービスを実装するたび、新たなサイバー脅威が現れるた
びに実装サービスのセキュリティリスク評価・PIAを実施し、対
策を実施することでスマートシティ全体のセキュリティレベルの
維持・向上を図ります。

• スマートシティ加賀のサービスモデルをもとにセキュリティに関
する責任分界点について決定し、企画・設計、開発、運⽤などに
関わる各ステークホルダーにおいて当該責任の範囲でのセキュリ
ティ対策を実施します。

• 導⼊する各サービスについて共通のセキュリティ要件を策定し、
スマートシティ加賀全体のセキュリティ⽔準を保持します。

• 導⼊する各サービスのセキュリティリスクを明らかにし、リスク
に応じたセキュリティ対策を推進します。

2 PIA実施体制/PIAポリシーの策定及びPIA実施

スマートシティ加賀のサービス利⽤に係る個⼈及びコミュニティに対するプライバシ－リスクを最⼩限に抑える
ため、すべてのサービスの実装前及び実装後の仕様変更のたびにPIAを実施するための体制の構築及びPIAの実施⽅
法について定めるポリシーの策定を実施します。

3 スマートシティ加賀に実装するサービスのセキュリティレベルの定期的評価
スマートシティ加賀に実装される各サービスについて定期的にセキュリティレベルを評価し、必要に応じて適宜
セキュリティ対策の実施を求め、サービス全体の信頼性の確保に努めます。
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スマートシティ加賀 セキュリティの取組（都市OS）

23

■⽬標 ■指標
指標 現状値 ⽬標値（2025年）

1 システム・機器監視システムの導⼊ 未構築 2022年 導⼊

2 都市OSへのペネトレーションテストの実施 未策定 2022年 計画策定

■主な取組
1 インターネットを経由する外部との通信の暗号化

都市OSを介して流れるデータについて、悪意のある⼈物による盗聴や改ざんの防⽌のため、APIによるデータ連携、
サービスやアセットとの通信の暗号化を実施します。

■⽅向性

• ⼀般的なクラウドセキュリティの対策を実施するとともに、サー
ビスやアセットとの接続点において、障害の少ない構築/運⽤と
データ保護の対策を実施し、サービスやデータの⾃由な流通や連
携の機密性、完全性、可⽤性を確保します。

• インターネットを経由する外部との通信は暗号化し、悪意のある
⼈物による流通するデータの盗聴・改ざんを防ぎます。

• 適切なアクセス制御を実装し、都市OSへの不正侵⼊や脆弱性を悪
⽤したサイバー攻撃を防ぎます。

• システムの障害のみならず、不正アクセスや改ざん、不正プログ
ラムの混⼊、データ破壊といったサイバー攻撃によるシステム異
常の発⽣に備え、その異常を発⾒するための機能を実装します。

• 定期的な脆弱性調査・サーバOSやミドルウェア、ソフトウェア等
のバージョンの最新化を実施します。

2 アクセスログ等の証跡の保存

インシデント発⽣時のフォレンジック調査を効果的に⾏うため、適切なアクセスログ保存期間を設定し、当該期
間に則って都市OS上のデータ流通に係るアクセスログを保存します。

3 外部からの通信の適切なアクセス制御

都市OSに対する不正侵⼊や脆弱性を悪⽤したサイバー攻撃の防⽌のため、第三者が容易に都市ＯＳにアクセスで
きないように、適切なアクセス制御を実装します。その中で、都市ＯＳへアクセス可能な⼈物を⼀意に特定する
ための認証の仕組も合わせて導⼊します。

4 システム・機器監視システムの導⼊

システム障害、不正アクセス、改ざん、不正プログラムの混⼊、データ破壊といったサイバー攻撃による異常の
発⽣に備え、その異常を発⾒するための機能を実装することで、サイバー攻撃の影響範囲の拡⼤を防ぐとともに、
システムの早期回復が可能となるように努めます。

5 重要情報の暗号化保存
個⼈情報などの重要な情報を都市ＯＳ上に保存する必要が⽣じた場合は、暗号化保存を⾏い、当該情報にアクセ
スできる⼈物を制限します。また不要な情報は即時削除する等、重要情報について適切な管理を実施します。

6 定期的な脆弱性調査

悪意を持った⼈物による不正アクセスや脆弱性をついた攻撃からシステムを保護するため、定期的にペネトレー
ションテスト等を実施し、脆弱性に対する対策を必要に応じて⾏います。
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スマートシティ加賀 セキュリティの取組（アセット）

24

■⽬標 ■指標
指標 現状値 ⽬標値（2025年）

1 都市ＯＳとアセットを繋ぐ通信網の整備 未構築 2021年〜随時

2 センサ等の調達基準の策定 未策定 2021年 策定

■主な取組

■⽅向性

• フィジカル・サイバー間を正確に”転写”する機能の信頼性が確保
され、スマートシティ加賀において流通するすべてのデータの完
全性・可⽤性を維持します。

• センサー等の調達基準を策定し、セキュリティ⽔準をクリアした
もののみを実装することで信頼性を確保します。

• センサーの機能に対するサイバー攻撃の結果、フィジカル空間の
データが正しく転写できず、誤ったデータがサイバー空間へ提供
され、データを利活⽤して実施されるオペレーションに対する信
頼を喪失することのないようにします。

• サイバー空間からの間違った指⽰やIoT機器への攻撃により、
フィジカル空間において機器の制御が誤った形で実施され、市⺠
への物理的な危害、機器の損壊等による安全上の問題が発⽣しな
いようにします。

• IoT機器の市への実装に当たっては、当該機器の紛失・盗難のリ
スクを考慮した対策も検討します。

2 機器のファームウェアやソフトウェアのバージョンの最新化

悪意を持った⼈物による不正アクセスや脆弱性をついた攻撃から機器を保護するため、IoT機器等のファームウェ
アやソフトウェアのバージョンは適宜アップデートし、常に最新状態を維持するように努めます。

4 インターネットを経由する外部との通信の暗号化

IOT機器で収集されたデータは、インターネットを経由して「都市ＯＳ」へ送られますが、その経路上において、
悪意のある⼈物に盗聴されたり、通信データを改ざんされたりすることの無いよう、対策を進めます。

5 公共空間に設置するIoT機器の物理的保護の徹底
公共空間に設置された機器については関係者以外による物理的なアクセスを制限し、機器の盗難や第三者による
機器の不正操作などから保護する対策を進めます。

3 脆弱性情報の継続的取集

IoT機器や中継装置は⽇々脆弱性が発⾒されるため、当該機器の提供事業者から配信される脆弱性情報を継続的に
収集し、必要に応じて対策を⾏います。

1 センサ等の調達基準の策定

スマートシティ加賀に実装するセンサー等アセットについてセキュリティに係る調達基準を定め、スマートシ
ティ加賀のセキュリティ品質の保持に努めます。
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スマートシティ加賀 財政運営の指針
■運営財源確保の基本的な考え⽅
• スマートシティ加賀において今後実施する施策のうち、先端的技術を導⼊し

て社会課題の解決に取り組む事業についてはソーシャルインパクトボンド
（Social Impact Bond : SIB）をはじめとする⺠間資⾦を活⽤するファイナンス
⼿法を総合的に活⽤し、事業継続性を担保したまちづくりに取り組みます。

■活⽤を検討する主たる財源確保の⼿法

代
表
的
な
官
⺠
連
携
の
⼿
法

PFI
（Private 
Finance 

Initiative）

• これまで公的主体によって⾏われてきた施設整備・公共サー
ビスの提供を、包括的に⺠間事業者に委ねる事業⽅式

• Value for Money︓税⾦を使ってどれだけ安い価格で、良い
サービスを得らえるか、管理・運営の効率化を重視

• ⽼朽化した公共施設や社会インフラ整備にスマートビルディ
ングやエネルギーマネジメント等を導⼊する際に活⽤可能

【主な対象事業】
公共施設（公営住
宅等）、インフラ
（空港、上下⽔道
等）

BID
(Business 

Improvement 
District)

• 特定の地域の活性化その他の地域ニーズに応じた事業・活動
を⺠間主体が実施するため、その費⽤を地域内の地権者・事
業者等から強制的に徴収して、当該⺠間主体の事業・活動資
⾦に充てる仕組み

• 税⾦もしくは負担⾦の形で徴収し、事業・活動資⾦の使途を
限定

• BID負担⾦の⽀出可能な地域が主な対象
• 地権者・事業者等の事前合意が必要

【主な対象事業】
特定エリア内の商
業開発、マーケ
ティング、景観整
備、治安維持等

TIF
(Tax 

Increment 
Financing)

• 特定の地域開発による地域内の固定資産税等の税収増加を⾒
込んで、その将来の税収増を償還財源にして資⾦調達を⾏う
⼿法

• ⽶国では、BIDのような負担⾦の徴収が難しい場合に選択さ
れることが多い

• ⽇本では地⽅税改正等が必要
• ただし、特区制度が適⽤できれば、特定エリアのスマートシ

ティ開発する場合に活⽤可能

【主な対象事業】
特定エリア内の再
開発事業、雇⽤創
出・拡⼤に貢献す
る事業等

SIB
(Social Impact 

Bond)

• ⺠間資⾦を活⽤して社会課題解決型の事業を実施し、その成
果に応じて地⽅公共団体が対価を⽀払う仕組み

• Pay for Success:事業の成果が表れていることを確認した上
で⾏政が対価を⽀払う

• ⽇本では医療・社会福祉分野での案件が多い

【主な対象事業】
健康増進や、緑
地・農地の保全・
活⽤等、⾏政の負
担削減に繋がる事
業

⺠
間
型
の
⼿
法

サスティナ
ビリティ・テー

マ型債権

代表的な債権
• グリーンボンド:

環境にポジティブな影響を与える、新規または既存プロジェ
クトや活動の資⾦調達に特化した債券

• ソーシャルボンド:
社会的課題に取り組む事業や社会的活動のための資⾦調達に
特化した債権

• サステナビリティボンド:
環境・社会開発等に資する事業を資⾦使途とする債権

【主な対象事業】
国際資本市場協会
（ICMA)が定める
原則を充⾜する事
業

■事業の評価⽅法
• ⺠間資⾦を活⽤する事業については、投資対効果（財務・⾮財務の両⾯を含

む）をモニタリング・評価し、適正なコスト管理のもと実⾏します。
• 投資対効果のモニタリング・評価は、事業実施者と共に構築する投資対効果

のシナリオ仮説並びに当該仮説に基づくモニタリング⽅法及び評価指標に基
づき実施します。
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【参考】BID (Business Improvement District)

出所:内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局資料

• 特定の地域の活性化その他の地域ニーズに応じた事業・活動を⺠間主体が実施するため、その費⽤を地域内の
地権者・事業者等から強制的に徴収して、当該⺠間主体の事業・活動資⾦に充てる仕組み

【BID制度のスキーム図】

【メリット】
 地域の地権者や建物所有者にとっては、資産価値の向上が期待できる
 事業者にとっては、まちのにぎわい創出が期待できる
 ⾏政にとっては、少ない財政負担で地域活性化の実現が期待できる

インフラ
維持・改善
治安・

ホスピタリティ

景観美化

コミュニティ
サービス

商業開発

PR・
マーケティング

【BIDの代表的な運⽤分野と事業例】
街路・歩道の清掃、落書き消去
街灯の改善、街路標識の整備
治安対応職員の増加
訪問者のサポート（地域ガイド、通訳など）
植樹・花壇の整備

コミュニティバス運営
路上⽣活者、貧困家庭向けのサービス
商業施設の空室削減
収益事業の実施
物産展等のイベント開催
地域PR活動

【デメリット】
 地域内の地権者や建物所有者、事業者の合意形成ができない/
破綻した場合、あるいは負担⾦の継続⽀払いが何らかの事由で⽌
まった場合は事業が継続できない
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【参考】TIF (Tax Increment Financing)

• 特定の地域開発による地域内の固定資産税などの税収増加を⾒込んで、その将来の税収増を償還財源にして
資⾦調達を⾏う⼿法

【⽶国のTIF制度のスキーム図】 Pay-as-you-go
⽅式

⺠間事業者が初期資⾦を調達し、増税収⼊に応じて
⾃治体が⺠間事業者に対し、事業費を⼀部還元

TIF債（地⽅債）
の発⾏

地⽅⾃治体が債券発⾏により、初期資⾦を調達。債
権の担保はTIF事業による増税収⼊

【TIF債権発⾏の仕組み】

出所:財団法⼈⼤阪湾ベイエリア開発推進機構資料

【前提要件】
不動産価値の上昇、雇⽤の創出・拡⼤を含めた地域経済活性化の
影響や、⺠間セクターからの潜在的な投資需要等による税収増の
⾒積もりを可能な限り正確に⾏う仕組みを作ること

【調達⽅法】
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【参考】SIB (Social Impact Bond)

• ⺠間資⾦を活⽤して社会課題解決型の事業を実施し、その成果に応じて地⽅公共団体が対価を⽀払う仕組み

【SIBの基本的なスキーム】

出所:⽇本総合研究所
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【参考】サステナブル・テーマ型債権

グリーンボンド:
• 環境にポジティブな影響を与える、新規または既存プロジェ
クトや活動の資⾦調達に特化した債券

ソーシャルボンド:
• 社会的課題に取り組む事業や社会的活動のための資⾦
調達に特化した債権

サステナビリティボンド:
• 環境・社会開発等に資する事業を資⾦使途とする債権

【外部評価】
サステナブル・テーマ融資を通じて充当された事業がもたらした
効果については、客観的な評価・認証等を⾏うことを通じて、
債権の信頼性を向上させることが期待されている。

出所:⽇本証券業協会

出所:野村資本市場クオータリー
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